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インパクト志向金融宣言・地域金融分科会について

地域インパクトの底上
げのための情報発信

インパクトを基点とした融資業
務と投資業務の接合の検討

地域インパクトファイナンスの３層構造
モデルの高度化と事業性評価との統合

地域課題解決のための主体的役割の検
討（システムチェンジファイナンスを含む）

地域金融分科会の新中期計画/戦略テーマ（2025年9月）
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インパクト志向金融宣言
署名機関数：74（2025年10月末時点）、活動主体：６つの分科会、署名機関のAUM：約17兆円（2024年プログレスレポート）

PIFの取組件数推移（2025年9月末） 地域PIF３層構造モデル 地域PIF実践ガイダンス

実践事例を分析し８業種
の共通KPIを公表（5月）

更なる高度化に向けて・・・

① 財務視点をより重視した共通
KPIの高度化（主に第２・３層）

② 成長戦略と連動したKPI設定
プロセスの標準化（第１層）

累積件数（1,833件）

大手銀行；151件
地方銀行；1,136件
その他；546件
＊その他は商工中金
（363件）、信金、生保等

（出所）地域金融分科会事務局調べ（R&I、JCRサイト
に掲載された評価書等から集計）

（出所）地域PIF実践ガイダンス

基盤構築 理論補強



地域課題解決に向けた「システムチェンジ」と地域金融機関の役割
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社会・経済・環境などの複雑に絡み合う課題を「相互作用を持
つシステム」として捉え、構造的な因果関係とレバレッジポイ
ントを特定し変革を促す介入を体系的に設計・実行する

システムチェンジアプローチ

関係者の巻き込み・動き出し

課題構造の分析・把握（課題マップ）

変化への道筋（ToC・ロジックモデル）

アクションの遂行（レバレッジポイント起点）
地域金融機関のファイナンス／非ファイナンス支援

成果のモニタリング・トラック

他の地域や課題への展開

（出所）第40回地域金融分科会におけるPwC作成資料から抜粋・加工

生成AIで作成

地域金融機関の立ち位置

インパクト視点を踏まえた自治体と地域金融機関の連携イメージ

（出所）第38回地域金融分科会資料

システムチェンジアプローチ（イメージ）

両輪

ビジョンの策定（自治体と地域金融機関が
両輪となった戦略的オーケストレーション）



（参考）先進的な自治体の取り組み

（出所）瀬戸内市統合報告書2024

統合思考に基づく地域価値創造プロセス（瀬戸内市） 地域企業のインパクト創出支援と金融連携（北九州市）

（出所）北九州市「『北九州市サステナブル経営認証制度』の取組」

国際統合報告評議会（IIRC）が提唱する価値創造プロセス

北九州市サステナブル経営認証制度
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システムチェンジファイナンスにおける投資と融資の接合について（考察）

システムチェンジファイナンスにはなぜ「投資と融資の接合」（＝多様なファイナンス手段の組み合わせ）が必要か？

1. システムチェンジには多様な事業を展開する必要があり、単一のファイナンスでは対応できない。

2. システムチェンジは行政の取り組みと民間の参画が必須であり、必然的に公的資金と民間資金の組み合わせが必要になる。

3. 個別の事業においては各々の性格（リスク／リターン／期間）に対応した最適なファイナンス手段を適用する必要がある。

システムチェンジの４領域
（地域金融機関の一般的な整理）

① 地域生活・社会サービス領域（高公共性・低収益）

② 地域の基幹産業・中小企業領域（地域経済の核）

③ コミュニティ・まちづくり領域（多様な協働・資金ソース）

④ 新産業・成長領域（高リスク/高リターン）

様々な資金タイプ

• エクイティ（VC、CVC、ファンド等）
• デット（ローン、プロファイ、社債等）

• メザニン（ベンチャーデッド、RBF等）

• 返済不要型資金（補助金、ふるさと納税等）
• 成果連動型資金（SIB、SLL等）

• コミュニティ資金（クラファン等）

投資と融資をどう接合させるか

① リスク／リターンに応じて資金を階層化し
構造的に組み合わせる（優先劣後）

② 公的資金を活用し民間資金誘導の仕組み
を構築（狭義のブレンデッドファイナンス）

③ 資金提供者の異なる期待（財務、戦略、イ
ンパクト）を調整し共通の価値を創出する

地域に対するポジティブインパクトの最大化（３層構造モデルの第１層にも対応）

VC（CMV社）×南都銀行の連携事例（第30回分科会） VC（FVC社)×大阪信金の連携事例（第４0回分科会）
VC×地域金融機関の連携の意義と効果

• 地域金融機関は、VCが設定したファンドへ出資することで、ス
タートアップの創業期におけるリスクマネーの供給に参画できる。

• （例えば）創業支援ファンド（議決権の制限や段階的なExit）のよ
うに、ニーズに即した柔軟な資金提供はVCならではの機能。

• VCは、地域金融機関の広範なネットワークの活用を通じ、営業
先開拓や事業開発におけるハンズオン支援を強化できる。

• 地域金融機関は、VCのExit後、シームレスに融資を実行するこ
とで、有望な地域企業の成長・インパクト創出支援を継続できる。

• 金融（投資、融資、メザニン、ストラクチャリング）、非金融（ネット
ワーキング等）を複合的に提供できる地域金融機関の役割は大。
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PIFにおける共通KPI高度化の方向性

（出所）地域PIF実践ガイダンス

運輸業の共通KPIと三層構造モデルとのマッチング（地域PIF実践ガイダンス）

PIF実践例から洗い出した共通KPIは第２層（ESG投資領域）が大宗

（KPIの野心度についての定性的指針）
① 第１層に近いKPI：設定することがまず合格点。高い野心度は企業価値の向上に直結
② ①と③の中間：業界平均が最低限目指すべきレベル（ミニマムスタンダード）
③ 第３層に近いKPI：リスクを最小化することが目的であり、より高い野心度が必須

タスクフォースを設置。各セクターのESG領
域において生産性の向上等企業価値との
関連性の高い項目を抽出する作業に着手

静岡県トラック協会が推奨する運送業のKPI

環境と
関連

車両稼働率、積載率、実車率、燃費、運行三
費比率・・・

社会と
関連

定時運行率、積荷汚破損件数、事故件数、
安全教育受講者数、労働時間削減率、従業
員満足度、離職率・・・

実践ガイダンスの改訂版に反映させる方針

→第１層（インパクト投資領域）の高度化は方法論が
異なるため別のアプローチで対応する方針

（出所）第39回地域金融分科会資料

①

②

③

企業価値との関連性を
更に深掘りできないか？



地域企業におけるPIFの活⽤について
〜肥後銀⾏のSDGsへの取り組み〜

肥後銀⾏
経営企画部サステナビリティ推進室

別紙２
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2 0 2 5 年 3 月 1 7 日 

株式会社日本政策金融公庫 

姫 路 支 店 

但陽信用金庫（本店：加古川市、理事長：桑田純一郎）と日本政策金融公庫（略称：日本公庫）

姫路支店国民生活事業は、「農菓みきや」（高砂市、代表：春下充代）に対して、新施設の開業資金

として総額 20百万円の協調融資を実施しました。 

代表の春下充代氏は、2010 年から高砂市内で地元産品を使用したやさしい味わいの洋菓子を製

造・販売しています。精力的に活動する中で、地元農作物の販路が少なく廃棄されてしまうといっ

た事例を知り、洋菓子に使用することで地産地消の取組みを実施してきました。また、農地でマル

シェを開催するなど、地元住民との繋がりを作ってきました。 

この度、高砂・加古川両市境に位置する高御位山の麓に、複合体験型施設「農菓みきや」（高砂

市阿弥陀町）を 2025 年 2 月 22 日にオープンしました。概要は下記の通りです。但陽信用金庫と

日本公庫は、本件が地産地消のフードロス削減といった社会課題の解決につながることや、地域活

性化につながる事業である点を評価して融資を実施しました。 

〇食べる 〇体験する 

高砂市内で栽培されたブルーベリーを使用したチー

ズケーキ、自家栽培米を使用したおにぎりなど、兵庫

県産の産品をふんだんに使った料理を、高御位山を

一望できるテラスでいただけます。 

施設内の畑での農業体験、高御位山麓の契約農家栽

培の大豆を使用した味噌づくり体験、姉妹店「肉旨し

みきや」とタイアップした BBQ を体験することがで

きます。（要予約） 

〇代表の思い 

地元・高砂市で活動する中で、地元農業の魅力がまだまだ沢山あることに気づきました。収穫をデザイン（農

家の思いと旬の旨みを丸ごと収穫し、今年の実りを今年だけの感動に変えてお届けすること）し、人のつな

がり＝“結ひの環”を広げ、新施設が地域交流・活性の場になることを期待しています。 

日本公庫は地域の支援機関の皆さまと連携し、地域や社会の課題解決に取り組むソーシャルビ

ジネスの担い手の皆さまを積極的に支援してまいります。 

 

 

農業で地域創生に挑戦！ 

高御位山麓に「農菓みきや」オープン 

～但陽信用金庫と日本政策金融公庫が協調融資を実施～ 

ニュースリリース 

＜お問い合わせ先＞ 日本政策金融公庫 姫路支店国民生活事業（担当：渡邉・上田） 

〒６７０－０９１７  兵庫県姫路市忍町２００番地 Tel：０７９－２２５－０５７２ 

但陽信用金庫 地域創生部（担当：飯塚） 

〒６７５－００６４ 兵庫県加古川市加古川町溝之口７７２ Tel：０７９－４２２－７７２１ 

別紙３

園子 石山
長方形



 
地元農産物を使用したソフトクリーム 

テラスから眺望できる高御位山 



 
 
 

２０２５年６月 18 日                                        
株式会社日本政策金融公庫 
名古屋スタートアップサポートプラザ 
株 式 会 社 名 古 屋 銀 行  
愛 知 県 信 用 保 証 協 会  

 
日本政策金融公庫（略称：日本公庫）国民生活事業は名古屋銀行及び愛知県信用保

証協会と連携し、荷主企業におけるサプライチェーンのＤＸを推進する株式会社ｋｎ

ｅｗｉｔへ協調融資を実施しました。日本公庫は国民生活事業において全国初の事例

となる民間協調支援型資本性ローン（制度名：挑戦支援資本強化特別貸付）にて支援

し、名古屋銀行は愛知県信用保証協会の保証制度（制度名：創業等支援資金）により

支援しました。 

株式会社ｋｎｅｗｉｔは、人手に依存したサプライチェーンの管理手法や非効率を、

当社が開発したシステム「ニューイット」で解消し、業務フローのデジタル化を促進

するスタートアップです。クライアントの既存システムと接続し部分的な導入も可能

であるため、サプライチェーンの再設計を一気通貫でサポートできる点が強みです。 

民間協調支援型資本性ローンによる協調融資は、名古屋銀行が、事業計画書の策定

支援を実施するとともに、メイン行として融資を行ったことで実現しました。 

日本公庫、名古屋銀行及び愛知県信用保証協会はＳＴＡＴＩＯＮ Ａｉ開設以降、定

期的にオフィスアワーを開催しており、引き続き連携してイノベーションの担い手で

あるスタートアップの創出や成長を支援してまいります。 

＜融資先の概要＞ 

 

物流ＤＸスタートアップを「民間協調支援型資本性ローン」により協調支援 

～ 同制度による融資は日本政策金融公庫国民生活事業において全国初 ～ 

企 業 名 株式会社ｋｎｅｗｉｔ 代 表 者 小川 直哉 

住 所 東京都千代田区麹町４－８－１ 101号 業 種 
テーラーメイド型システム「ニュ

ーイット」の提供 

事 業 の

概 要 

商社・メーカーなどの荷主企業に対し、サプライチェーンの再構築やＤＸをサポート

するスタートアップ。当社が提供するシステム「ニューイット」は受発注から配送計

画、納入先情報管理まで幅広い業務に対応しており、サプライチェーン全体の効率化

を実現する。また、個別の機能単位でも導入でき、現行システムと共存した活用が可

能。複雑化したサプライチェーンの最適化を目指し、企業の業務効率化に寄与する。 

 

 

ニュースリリース 

＜お問い合わせ先＞  

 日本政策金融公庫 名古屋スタートアップサポートプラザ TEL：052-561-6305 （担当：馬渕、工藤） 

 名古屋銀行 経営企画部 広報グループ           TEL：052-962-7996 （担当：宮田） 

 愛知県信用保証協会 企画部 企画課              TEL：052-454-0550 （担当：渡邊、市川） 

別紙４
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成果連動型委託契約・ソーシャルインパクトボンドについて

ストラクチャードファイナンス部

2025年12月2日

別紙５

園子 石山
長方形
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 ヒト・モノ・カネにまつわる社会課題が複雑化する中で、行政コストの削減と社会課題の解決の両立を目指す
仕組みとして生み出されたものがPFS/SIB

 PFSとは、事業の民間委託等により、①行政コストを抑えながら社会課題の解決を図り、②予め設定した事
業の成果指標の達成度合いに応じて行政から対価が支払われる官民連携手法

 SIBとは、そのうち民間事業者が事業資金を金融機関等から資金調達し、行政からの報酬で返済するもの

成果連動型委託契約（PFS）とソーシャルインパクトボンド（SIB）

PFSによるコスト削減とリターン創出のイメージ

（出典）経済産業省（2020.3）「地方公共団体向けヘルスケア領域における成果連動
型民間委託契約方式（PFS/SIB）導入ノウハウ集」を一部当行にて編集

PFS/SIBに期待される効果・意義

行政業務・事業の効率化・高品質化

社会課題解決への民間事業者の参画とノウハウの
蓄積

財政効果

産業・民間事業者の育成

民間事業者の成果に
応じて支払額が増減
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通常の民間委託とPFS/SIBスキームの違い

仕様発注 性能発注

SIB通常の民間委託

PFS

行政 民間事業者

サービス
対象者

行政 民間事業者

サービス
対象者

第三者
評価機関

金融機関等

社会的
インパクト

①委託等
④固定支払

③事業実施報告

②サービス提供 ③サービス提供

①委託等
⑤成果支払

④成果の評価・
報告

②資金提供⑥成果支払に
応じた分配

出所︓DBJ作成
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【事例紹介】古河市 「こどもの居場所」支援事業
 茨城県古河市が組成する「こどもの居場所」づくりを目的としたソーシャル・インパクト・ボンド（2025/10/17付リリース）
 本事業は、(株)公文教育研究会様を中心とする共同企業体が、「こどもの居場所」づくりに関心のある市民・事業者等に対し、居
場所の立ち上げ及び運営を支援することにより、市内の居場所づくりを促進するもの。

 市民・事業者等に対する居場所の理解促進／立ち上げに関する支援活動実績およびその成果、「こどもの居場所」充足率に関す
る成果指標を設定しており、指標の達成度合いに応じた委託料が古河市から支払われる。

 当行は2025年10月に(株)公文教育研究会様に対する出資を実施し、SIB分野で地域金融機関と協働で実施した初案件。

案件概要

出資先 （株）公文教育研究会

資金使途 「こどもの居場所」支援事業

投資期間 2025年10月～2031年11月

最大委託料 約1億2,000万円

成果指標
• 居場所の理解促進・立ち上げ
に関する支援活動

• こどもの居場所充足見込み率
• こどもの居場所充足率 等

出所︓DBJ作成
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プレーヤー 役割 期待される効果 発展に向けた課題

行政 事業の
発注

・多様なプレイヤーが参画し、イノベー
ションが生まれることにより、効果的／
効率的なサービスの提供が可能
・成果に応じた金額に支払いを限定可
能

・スキーム構築・KPI設定に係るフロー
確立
・複数年度の予算確保のための制度設
計・補助金拡充
・性能発注に係る理解浸透

事業者 サービスの
提供

・成果計測が困難な事業において、プ
ロセス／アウトカム成果の見える化が
可能
・事業の自由度が高い
・（SIBの場合）必要資金をあらかじめ
調達可能

・成果創出に向けたプレッシャー
・成果報告、関係者調整などのフロー
確立

金融機関 事業資金
提供

・経済的リターン（金利収入）だけで
なく社会的リターン(社会貢献等)を
得ることが出来る
・新たな投資先の発掘(ESG投資)

・リスク評価ノウハウの醸成
・元本損失を負担する可能性の理解
浸透
・（SIBの場合）資金調達を必要とす
る案件規模拡大の工夫

市民
(受益者)

サービスの
利用 ・より効果的なサービスを利用できる ・事業終了後の継続性

まとめ︓各プレイヤーの役割と期待される効果・発展に向けた課題

出所︓DBJ作成
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2025年 1月 16日 

    

リアルテックファンド 4号投資事業有限責任組合への LP投資について 

 

 

株式会社産業革新投資機構（本社：東京都港区、代表取締役社長：横尾敬介、以下

「JIC」）は、幅広いディープテック分野で投資を行う UntroD Capital Japan株式会社（以下

「UntroD」）が運営するリアルテックファンド 4号投資事業有限責任組合（以下「RTF4

号」）に対し、20億円の LP投資を行うことを決定しましたのでお知らせします。 

また官民ファンドとしてスタートアップ業界や投資業界におけるガバナンス体制の整備や 

DE&I 推進を目的に、2024年 12月 4日に行動規範・倫理規範（8 項目）およびハラスメント

防止規程（10 項目）の制定を新たに出資要件とすることを公表しました。RTF4号への LP投

資は出資要件変更後、要件を満たした初の投資案件となります。 

JICはオープンイノベーションによる企業の成長と競争力強化に対する資金供給を通じて民

間投資の促進や投資人材の育成等を行い、我が国の次世代産業を支えるリスクマネーの好循環

の創出をミッションとしています。JIC はミッション達成のため、民間ファンドへの LP 投資

や傘下のファンドによる企業等への投資を通じて政策的に意義のある事業分野への投資を行い

ます。 

 

 

RTF4号に対する LP投資について 

 

（１） 投資分野の現状 

Society 5.0に向けた新たな社会課題に対するイノベーションの創出などのためには、デ

ィープテックに取り組むスタートアップへの支援が極めて重要となりますが、研究開発段

階から上市までに長い期間と相当程度の資金を要することもあり、国内のディープテック

スタートアップへの資金供給は依然として限定的な状況です。また、事業化により高い収

益を期待できる技術を有するにもかかわらず、事業としての成長の機会を十分に与えられ

ていない、地方の大学発スタートアップ等の資金需要への対応が必要とされています。 

 

（２） RTF4号について 

UntroDは 1号ファンドから一貫してエネルギー・宇宙・農業・医療・エレクトロニクス・

新素材等、リスクマネーが不足するとされるディープテック分野への投資を全国的に推進し、

同分野において国内有数の投資実績を有しています。また、ディープテックのアクセラレーシ

ョンプログラムを提供し、科学技術の発展に向けた支援を行う株式会社リバネス（以下「リバ

ネス」）をはじめ、各領域の専門家を活用し、新技術の社会実装に向けた手厚いハンズオン支

援を実施しています。JICは RTF4号への LP投資を通じ、ディープテック分野へのリスクマ

ネー供給を行うとともに、民間投資家からの呼び水効果を創出し、新規事業の創造を後押しす

ることを期待しています。 

UntroDは全国の大学や研究機関等との連携を強化し、将来性のある技術シーズを活かした

有望なベンチャーの創出にも積極的に取り組んでいます。RTF4号においても、これまでに構

築してきた全国の大学や研究機関等とのネットワークの活用やリバネスとの連携を通じて、引
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き続き積極的に地方に眠る将来性のある技術を活用したスタートアップへの投資に注力してい

く方針で、JICは地方におけるディープテック分野のスタートアップ・エコシステムの発展・

醸成への貢献を期待しています。 

更に RTF4号への LP投資を通じてファンド運営サポート等を行い、中長期的に UntroDが

運用するファンドを通じて機関投資家からのリスクマネー供給の拡大に繋げることを企図して

います。 

 
 

＜RTF4号＞ 

名称  ：リアルテックファンド 4号投資事業有限責任組合 

設立  ：2023年 

存続期間：10年半（最長 3年間の延長が可能） 

GP    ：リアルテックファンド 4号有限責任事業組合 

                                                       

＜UntroD会社概要＞ 

名称   ：UntroD Capital Japan株式会社 

設立   ：2022年（2024年 6月にリアルテックホールディングス株式会社より商号変更） 

所在地  ：東京都 

代表者  ：代表取締役社長 永田暁彦 

  



 

 

3 

 

（参考）JIC のファンド投資戦略   

 

 
 

（参考）JIC の LP投資のねらい 

 

（１）企業の成長と競争力強化に向けたリスクマネー供給の「呼び水」 

産業競争力強化の観点から重要であるものの、民間投資資金が不足している分野（投資戦略、セクター、

ステージ、地域等）への資金供給を行い、短期及び中長期的な民間投資資金の「呼び水」となることを企

図します。 

 

（２）リスクマネーの好循環を支える多様な投資チーム・投資人材・投資戦略の創出 

 

①投資チーム 

JICからの投資を通じて、ファンドの運用チーム（運用会社）の経験値とトラックレコードを積み上げ、投

資家への対応力を上げることで、次号ファンド以降機関投資家（年金・海外投資家等）からのリスクマネ

ー仲介の担い手としての成長を促進します。 

 

②投資人材 

JVCA（一般社団法人日本ベンチャーキャピタル協会）等の業界団体、機関投資家、投資先運用者の協力を

得ながら、運用者におけるベストプラクティスの研究・導入、投資人材の育成を支援します。 

 

③投資戦略 

日本に定着している戦略以外の戦略でも、ファンド設立等に対し JICが LP投資することで市場に多様性と

厚みを付加します。 
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株式会社産業革新投資機構（JIC）について 

JIC は 2018 年 9 月、産業競争力強化法に基づき発足した投資会社です。JICは、国内投資・

イノベーションの好循環の創出、スタートアップの創出・育成、大学発スタートアップ・中堅

企業等による地方に眠る経営資源の活用、市場・ビジネス環境の変化に対応する事業再編の促

進、を重点投資分野としています。これらの分野に対し、傘下のファンドや民間ファンドへの 

LP 投資を通じてリスクマネーを供給することで、我が国におけるオープンイノベーションを

推進し、我が国産業の競争力強化や投資エコシステムの拡大に貢献することを目指していま

す。 

 

 

 

 

＜報道関係者からのお問い合わせ先＞ 

株式会社 産業革新投資機構  経営企画室 広報   

奥村（070-3960-3640）、野々宮（080-1339-5207） 

東京都港区虎ノ門 1-3-1 東京虎ノ門グローバルスクエア 

URL：https://www.j-ic.co.jp/jp/ 

 

https://www.j-ic.co.jp/jp/
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本日のお話しと合わせてこちらもお読みください

SIIFIC Wellness Fund Newsletter ISSUE #29 幸福度という社会の温度計を読み解く

https://siificjp.substack.com/p/c4b
https://siificjp.substack.com/p/c4b
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ブレンデッドファイナンスの活用｜ローカル投資 x グローバルスタンダードIMMが、日本の地域を変える

各タンクの水質状況、育成状況を確認中の様子

静岡県小山養殖場のダイバーシティに富んだ従業員の様子

金
融
業
界
出
身
、
創
業
者
の
ニ
ー
ル
セ
ン
社
長
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ブレンデッドファイナンスの活用｜SIIFICが先にリスクを取り、地銀が未來を育てる – 熊本C-HASプラスの成長戦略

◼ テーマ4：地方で「よく生きられる環境」と質の
高い雇用を創出する投資

◼ 熊本での投資（C-HAS+）はテーマ4の象徴

◼ まず SIIFIC がリスクマネーを張り、圧倒的な当
事者意識でハンズオン支援

◼ 成長フェーズは 地銀・地域金融機関へバトン
をつなぐ設計

「官民ファンド → SIIFIC → 地銀」 

の好循環モデルを構築

◼ 線虫（C. elegans）を用いた 世界初の健康
寿命評価技術

◼ 医薬・機能性食品・ウェルネス領域に応用

◼ 熊本で、高度専門人材が「働く場所を選べる
未来」を実現

◼ 地方におけるライフサイエンス拠点の形成

◼ 若手・専門人材の「地元での質の高い雇用

◼ 地域ソーシャルキャピタルの強化

C-HASプラス社

（熊本大学発ベンチャー）

SIIFICが先にリスクを取り、地銀が未来を育てる──熊本C-HASプラスの成長戦略

C-HASプラスの若いメンバーとSIIFICのインターンたち

熊本大学の首藤准教授、スイコ助教（フィリッピン出身）、薬学部学生

とSIIFICのインターンたち



出所︓当該事例を基にデロイトにて作成

 2020年初頭に始まった新型コロナウイルスの感染拡⼤によって観光客が激減し、⾼い認知度と満⾜度を誇る地域ブランド⽜の市場価格が暴落
 地域ブランド⽜の買い⼿は地元の精⾁店が中⼼であり、域外の⼀般消費者向け販売ルートは限定的であった

課題

概要

 地域ブランド⽜をリターン品とした購⼊型クラウドファンディング

 ネット通販に強い地域商社、卸売市場において売り⼿となる⽣産者団
体、また買い⼿となる精⾁店の団体、クラウドファンディングへ先進的に
取り組む⾦融機関など、⾦融機関の系列や業種を越えた多くのステー
クホルダーを巻き込んだ運営体制を構築。⾦融機関は、特に広報・プ
レスリリース、在名テレビ放送局の誘致対応等に協⼒

 新聞やテレビ放送、SNSを通じて、分かりやすいハッシュタグが拡散され、
短期間で⽬標⾦額をはるかに上回る⽀援⾦額を達成

 本クラウドファンディングの結果、地域ブランド⽜の市場価格が回復し、
最悪期を脱することに成功

 本クラウドファンディングにおける都道府県別の⽀援⼝数の分析を通して、
地域産品の最適なターゲット層と販売戦略に関するマーケティングの⽅
向性が明確になった

【クラウドファンディング】
新型コロナウイルス惨禍のなか、地域⼀丸となった消費促進プロジェクトにおいて実施した購⼊型クラウドファ
ンディングは、地域産品の市場価格の回復や最適なターゲット層の明確化に貢献。
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【スキーム図】

<全体スキーム>

資⾦の受け⼿
(プロジェクト等)

資⾦の出し⼿
（⽀援者）

⾦融機関

地域企業等
プロジェクトチーム

1 コーディネート

３ 参画２

【メリット】
商品、サービス等
のリターン

4-⑵ 地域のインパクト企業の創出・育成を⽀えるブレンデッドファイナンス 〜事例⑥〜 別紙８
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